





A Study on Effects of Participatory Disaster Map Making 
to Community-based Disaster Risk Reduction
TOYODA, Yusuke・KANEGAE, Hidehiko
Participatory Disaster Map Making（PDMM）has been conducted in many communities 
as a soft measure against natural hazards. Though several studies evaluate effects of Map 
Making to participants, there seems no study demonstrating its effects to non-participants. 
This study aims to find effects of PDMM to non-participants by questionnaires distributed 
before and after PDMM. As results, information shown on the map was recognized by the 
non-participants, however, the map did not have additional effects to promote their self-
help nor mutual support. Then the study finds that the vulnerable（60 years old or older）
tends to feel their community having enough measures against natural hazards if they 
frequently refer to the map or put it places which they frequently see. Moreover, 
distributing the map did not promote non-participants’ willingness to contribute to 
community-based disaster risk reduction activities. The contribution of the study comes to 
presenting a basic framework to evaluate PDMM.
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日本国外の事例に目を移すと、国連国際防災戦略（UNISDR: United Nations International 
28 豊田　祐輔・鐘ヶ江秀彦：住民参加型防災マップづくりのコミュニティ防災への効果に関する研究
Strategy for Disaster Reduction）の 2010 ～ 2011 年のキャンペーン「Making Cities 






























































































































行った（図 1および図 2参照）。マップを実際に配布したのが 2011 年の 3月末からである（自





A町には 184 世帯（2010 年国勢調査［京都市 2010］）が居住しているが、本研究では自主防
災組織の協力を得て、回覧板による質問紙の配布および回収をマップづくり実施前と実施後に
行った。2010 年 7 月に事前調査、2010 年 9 月にマップづくり（まち歩き）、2011 年 8 月に事後





家一戸建ての世帯数［133 世帯］を母数とすると、事前調査の回収数は 88 で回収率は 66.2%、






表 2　事前調査と事後調査の標本属性の比較結果（独立したサンプルの t 検定）








































































































は 1点、していない場合は 0点とした単純平均値：全員が実施していれば 1.00、半数であれば































5 － 2． 懸念すべき防災マップ頻繁閲覧・保管場所に伴う高齢不参加者の地域防災対策への高
評価
次に、マップづくり不参加者の防災マップ「閲覧頻度」と「A町の災害対策は十分か」につ
表 3　マップづくり参加および配布による住民の防災活動への効果（Mann-Whitney の U検定）



































































































































注 1： 各防災活動を行っている場合は 1点、行っていない場合は 0点とし、独立 2群の平均値の差を検定（ノ
ンパラメトリック検定［Mann-Whitneyの U検定］）
注 2：「前」：事前調査の全回答者（N＝ 68 ～ 86）、「不」：マップづくり不参加者（N＝ 60 ～ 61）、
 「参」：マップづくり参加者（N＝ 11）





































































表 5　性別による参加貢献意識の差（独立したサンプルの t 検定）


























注：***：p < 0.01、**：p < 0.05、*：p < 0.10
表 6　男女別の防災マップ活動による参加貢献意欲への評価結果（独立 2群の差の検定）




















注 1：独立 2群の平均値の差を検定（ノンパラメトリック検定［Mann-Whitneyの U検定］）
注 2：「前」：事前調査の全標本（女性；男性の N＝ 39；23）、「後」：事後調査の全標本（N＝ 48；15）
 「不」：マップづくり不参加者（N＝ 34；7）、「参」：マップづくり参加者（N＝ 8；8）












































































でいう町内会に似て、住民で構成される組織である。アルバイ県では、約 120 万人（2007 年現在：
National Statistics Office［Republic of the Philippines］ 2008）の人口に対して約 720 のバランガイ
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①万全だと思う -1,0  ②比較的十分だと思う -7,14  ③どちらとも言えない -23,24













①飲料水、非常用食料 -43,43  ②医療品 -22,28  ③懐中電灯、ろうそく -59,65  ④携帯ラジオ、携帯テレビ -35,37 






①棚のものが落ちないような整理・工夫 -33,36  ②家具類や冷蔵庫などの固定 -16,16















①週 1回程度 -0,1  ②月 1回程度 -10,9  ③ 3ヶ月に 1回程度 -15,15  ④半年に 1回程度 -16,15 














①参加した -16  ②参加しなかった -69
　まち歩き（とその直後のマップづくり）





①ほぼ毎日 -1  ②週に数回程度 -2  ③週に 1回程度 -0  ④月に数回程度 -5  ⑤月に 1回程度 -10 
⑥配布されたときに一度見たが、その後は見ていない -61




①ほぼ毎日、目に付くところ -14  ②毎日ではないが、時々目に付くところ -16
③あまり目に付かないところであるが、きちんと保管している -41
④どこに保管したか覚えていない、なくなってしまった -7 ⑤もらっていないと思う -0
⑥その他（具体的に：     ）-0
属性
性別　　①女性 -57,64  ②男性 -28,16
年齢　　① 20 歳未満 -0,0  ② 20 歳代 -0,1  ③ 30 歳代 -1,3  ④ 40 歳代 -10,12 ⑤ 50 歳代 -14,17 
　　　　⑥ 60 歳代 -27,18  ⑦ 70 歳代 -18,21  ⑧ 80 歳以上 -14,6
自分自身を含めた同居人数　（　人）
　　　　1人 -9,11、2 人 -30,32、3 人 -19,13、4 人 -11,14、5 人 -5,7、6 人 -2,2、7 人 -1,2
A町での居住年数　① 10 年未満 -15,16　② 10-19 年 -9,14　③ 20-29 年 -9,8  ④ 30-39 年 -8,5
  ⑤ 40-49 年 -14,10　⑥ 50 年以上 -32,28
居住形態 （①のみが分析対象）
　①一戸建て［持ち家］-88,82  ②一戸建て［借家］  ③マンション［分譲］
　④マンション［賃貸］・アパート・社宅・寮  ⑤その他（　　　　　　）

